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第1章 序論 
 
1 人工軽量骨材とは 
都心回帰による人口集中により、都心部では高層ビルの建設が非常に多くな
っている。今後もその傾向は続くと考えられるが、高層ビルの土台部の材料に
は巨大構造物を支える強度が必要なため、圧縮強度の大きな高強度コンクリー
ト等が使用される。特に、最近は超高強度コンクリートの開発を多くの研究者
が進めている。一方、上部階の壁材や床材等の非構造物には、土台部の負荷を
低減するため、軽量化された材料に主眼が置かれる。軽量性を求める傾向とし
て、壁材は「薄く」することにより達成されてきた。床材は遮音という観点か
らある程度の厚みが必要であり、「低比重」にすることにより軽量性を達成して
おり、主に軽量コンクリートが用いられている。軽量コンクリートとは、普通
コンクリート（気乾密度で約 2.3g/cm3）に対して、気乾密度が 2.0g/cm3以下のも
のをいい、軽量性以外に、音・熱の遮断を目的として使用されこともある 1）2) 。 
 
以下に主な軽量コンクリートの代表的な種類を示す。 
 ①密閉器中でほとんど真空になるまで減圧して、セメントペーストを海綿状
に硬化させたもの。 
 ②界面活性剤を加えて発泡させ、有孔質を作ったもの。 
 ③ガスを発生させる粉末剤、例えばアルミ粉等を混ぜたもの（例：軽量気泡
コンクリート(Autoclaved Lightweight Concrete、以下、ALC) 3））。 
 ④粗骨材だけを少量のセメントペーストを混合し、圧縮成形し骨材の一部同
士が接着し製造されるもの（インターロッキングブロック等）。 
 ⑤軽量骨材を用いるもの。 
 
③の代表的なものである ALC は、あらかじめ工場で生産したパネルを建築現
場で施工するため養生期間を必要とせず、工期を短縮できるという利点がある。
しかし、現場で加工する際に相当量の廃材が発生してしまい、大半は産業廃棄
物として処理される。逆に、⑤の軽量骨材を使用したコンクリートは、工期中
に養生期間を必要とするが、現場で施工する際にほとんど廃材は発生しない。
特に構造用人工軽量骨材（Artificial Light-weight Aggregate、ALA）は、構造用コ
ンクリート向け骨材としても使用でき、鉄材等の節約ができることから高層ビ
ル等に広く用いられている。他の軽量骨材が構造用に使用できないのに対し、
ALA は構造用コンクリートとして使用できることに特徴がある。 
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ALA は人工軽量骨材協会に所属するメンバーが製造し、国土交通省の認定を
受けたものであって、膨張頁岩、膨張粘土、膨張スレート、石炭灰を原料とし
て得られた構造用軽量コンクリートの骨材 7）を示しており、 現在は膨張頁岩を
主原料とし製造されるものが、大阪府にある関西太平洋鉱産株式会社と千葉県
にある日本メサライト株式会社のプラントで製造されている。 
図 1 に ALA の出荷量、図 2 にその用途を示す。直近の ALA 出荷量について
は 250 千ｍ3前後で推移しており、最盛期の 1/3 程度まで減少してしまった。用
途の大半は生コンクリートに使用されている。出荷量の減少理由としては、軽
量コンクリートの代替材料、例えば ALC 等が使用されるなどの影響もあり、生
コンクリート型の軽量コンクリート自身のニーズが低下してきたとが一因でも
ある 
また、人工軽量骨材を使用したコンクリートの絶乾密度の 1.8g/㎝ 3 前後であ
るのに対し、ALC の絶乾密度は 0.5～0.6g/㎝ 3であり、まだ絶対的に「重い」と
いう欠点は残っている。そのため、コンクリートの重さを大きく左右する骨材
の軽量化は古くからの研究課題であり、筆者も含め現在も骨材の軽量化にたい
する研究は継続されている。加賀ら 4)は天然の軽量骨材に対し膨張頁岩を原料に
用いた人工軽量骨材を使用した軽量コンクリートの強度把握を行った。今仁ら
5)は膨張頁岩を原料にした場合の焼成方法においての発泡量の変化について報
告している。また、丸々6)らは原料の異なる 3 種類の超軽量骨材を使用した時の
コンクリート物性について検討した。 
一方で、各製造会社も出荷量を増やすために、人工軽量骨材の新たな用途開
発も進めている。例えば、軽量盛土工法の主材料として用いることが最近拡大
している。軽量盛土工法とは、土木工事において湿地帯などの軟弱地盤 9）や急
斜面を埋め戻す場合、通常の土砂では重量がかかってしまい地盤の沈下を起こ
すなどの不具合が生じることがあり使用できない。こうした場合、土砂に替え
て軽量材料を使用する工法であり、地盤の沈下や、盛土材を支えるコンクリー
ト擁壁の圧力も減少する。また、盛土を支える擁壁の厚みを減らすことも可能
である。こうした軽量材には、発泡ビーズ（SGM 工法）10）や気泡混合軽量盛土
（FCB 工法）11）12）、発泡スチロール（EPS 土木工法）などがある。こうした工
法と人工軽量骨材を盛土材料に使用した場合の特徴を表 1 に示す。 
人工軽量骨材を盛土に使用した場合、「水に浮かない」、「強度が高い」、「不燃
物である」「工期が短い」等の利点がある一方で、他の盛土材と比較して「重い」
という欠点がある。一方、FCB 工法、EPS 工法、SGM 工法の特徴は、「軽い」、
「建設発生土用」等の利点があるが、「強度が弱い」、「材料分離しやすい」、「燃
える」等の課題がある。施工者は地盤の状況やこうした工法の特徴を鑑み、工
法を選ぶわけであるが、仮に、現行の人工軽量骨材より軽いものを開発できれ
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ば、さらに用途が拡大できると考えられる。そればかりでなく、例えば、「FCB
工法に対しては、泡とともに軽量材を混ぜて強度向上する工法 13）14）、「SGM 工
法に対しては、発泡ビーズの替わりに超軽量な無機材を混合する工法」、「EPS
工法に対しては強度の高い無機材に代えてしまう」等のハイブリット工法の提
案等、新たな盛土工法も開発できる可能性も秘めている。 
 
2 人工軽量骨材の製造方法 
前項で述べたとおり、現在は千葉県にある日本メサライト株式会社と大阪府
にある関西太平洋鉱産株式会社で ALA は製造されている。ともに膨張頁岩を主
原料とし製造されるものであるが、製造方法は異なる。前者の製造方法を図 3
に、後者の製造方法を図 4 に示す。 
日本メサライト株式会社の製造方法は造粒型と呼ばれ、原石を破砕した後、
2.5mm 以下のものは直接ロータリーキルンに送入されるが、2.5mm 以上のもの
はボールミルで微粉砕され、産業廃棄物である焼却灰や発泡材を加え混合後、
水を加え造粒し、その後、ロータリーキルンで焼成される。焼成されたものは
分級され、粗骨材、中骨材、細骨材に振り分けらえる。また、2.5mm 以下に粉
砕された原石を焼成したものも分級され、中骨材、細骨材に分級され、出荷と
なる。関西太平洋鉱産株式会社は非造粒型と呼ばれ、原石を破砕し、粗骨材向
けと細骨材向けに分級した後、ロータリーキルンで焼成し、さらに焼成後、分
級し、粗骨材、中骨材、細骨材を得て出荷となる。 
造粒型は非造粒型に比較し工程数が多くなるため製造コストがやや高めにな
る。しかし、添加剤として窒化ケイ素（SiC）やカーボン等の発泡剤を加え軽量
性をコントロールすることや品質に影響を与えない程度で都市ごみ焼却灰や石
炭灰等の産業廃棄物も使用できること等、利便性が高い。一方、図 4 に示す通
り、非造粒型の生産方法の特徴は、粉砕工程や乾燥工程も必要としないため、
製造コストは造粒型に比較して低い。ただし、鉱山で採掘した原石をそのまま
使用するため、原石の品質バラつきに対しては焼成工程で対応できる範囲内に
収めるような品質管理が必要であるし、産業廃棄物等の増量材や SiC 等の発泡
剤も使用もできない。そのため、現在まで非造粒型の生産で現状以上の軽量化
を検討した事例は少なかった。 
 
3 研究の目的 
 現在まで様々な原料を用いて、超軽量の人工骨材を開発する検討は行われて
きた。しかし、いずれの方法も、商業的な生産を行うには相当額な設備投資を
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必要としたり、あるいは既存のロータリーキルンを使用する場合でも、安定運
転が困難であったりする等の欠点があり、実用化が難しかった。また、開発の
ための実験においても商業ベースの大型ロータリーキルンを繰り返し行う必要
があり、そのためには商業運転を停止しなければならない。さらに試作品の処
理にも相当な費用を必要としたため、開発速度が遅くなってしまっていた。 
以下に、新たな人工軽量骨材を開発するに当たって、現在の背景をまとめる。 
 
①人工軽量骨材の更なる軽量化要求はある。 
 ②設備投資の極小化が必要。 
③商業運転での安定製造、大型ロータリーキルン試験回数の最小化。 
 
そこで、本研究ではまず、図 4 に示す非造粒型の製造方法で従来の人工軽量
骨材の 2/3 程度の軽量性を有するものを開発することとした。具体的には、現在
の人工軽量骨材の絶乾密度は粗骨材で 1.25g/cm3、細骨材で 1.75 g/cm3であるが、
本研究では、粗骨材の絶乾密度は 0.85g/cm3、細骨材で 1.25 g/cm3を目指し、人
工軽量骨材の市場拡大を図ることにした。また、既存設備の延長線上でできる
方策を優先した。さらに、大型ロータリーキルンの焼成試験回数を最小限にと
どめるため、現在まで検討の行われたことがなかった、ロータリーキルンで人
工軽量骨材を製造する際の絶乾燥密度の予測技術の開発にも取り組んだ。また、
安定運転対策として、ロータリーキルン内での原料同士や原料とロータリーキ
ルンの内壁との融着防止策も検討した。 
最後に、実機のロータリーキルンで焼成した超軽量人工骨材ついて、実際に
コンクリート骨材や軽量盛土として使用できるものかについても検証した。 
 
4 研究ステップと論文の構成 
本研究の研究ステップとしては、膨張頁岩の軽量化原理の仮説を立てた上で、
内田頁岩の物性把握、小型ロータリーキルンによる試験製造、絶乾密度の予測
技術の検討を行った。さらに、中型ロータリーキルンおよび実機キルンで予測
精度の検証を行い、予測精度を高めた。次いで、実機キルンで試作した焼成物
にたいしても軽量骨材としての評価を行った。 
本研究論文は研究ステップ毎に構成されており、以下のようになる。 
第 2 章では、ロータリーキルン内で原料である内田頁岩が昇温過程でどのよ
うに軽量化していくかを推定したうえで、ロータリーキルンの運転条件におけ
る軽量化因子、さらには原料の軽量化因子を抽出した。さらに、内田頁岩の温
度や酸素に対する発泡特性に関する研究を行った。 
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第 3 章では、第 2 章で推察したロータリーキルン内で原料である内田頁岩が
昇温過程による軽量化過程を小型ロータリーキルンで確認した後、目的とする
超軽量材を得るためのロータリーキルンを用いて生産するための条件を確認し
た。さらに、ロータリーキルン内酸素濃度やの滞留時間と絶乾密度の相関関係
を求め、絶乾密度の予測技術開発の研究を行った。 
第 4 章では、ロータリーキルンの安定運転について検討を行った。ロータリ
ーキルンで超軽量化を行うには、高温での滞留時間を増やすか、あるいは最高
温度を上げる必要がある。いずれの方策を選択しても、内田頁岩では液相量が
増加するため、原料同士、あるいは原料とロータリーキルンの内壁が付着しや
すくなり、ロータリーキルンの安定運転が困難となる。そこで、この付着を防
ぐため高融点の紛体をロータリーキルン内に吹込みことを検討した。 
第 5 章では、第 3 章で検討した予測技術の精度を確認するため、中型ロータ
リーキルン試験を行い、そこで予測技術精度を向上させる検討を行った。その
後、実機大型ロータリーキルンで予測精度の確認を行った。また、得られた超
軽量材をコンクリート骨材、軽量盛土、さらには防犯砂利として評価を行った。 
第 6 章では、これまで行った研究を求めるとともに、本研究成果の応用展開
について記述する。  
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図 1 ALA の出荷量推移 8） 
 
 
 
図 2 ALA の用途 8） 
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表 1 各軽量盛土工法の比較 
 
  人工軽量骨材 
SGM 工法 
FCB 工法 
EPS 工法 
利点 
・水に浮かない 
・強度が高い 
・水はけがよい 
・無害、燃えない 
・土圧がかからない 
・現地発生土が使用
できる 
・軽い 
・土圧がかからない 
・工期が短い 
欠点 
・土圧がかかる 
・現地発生土が使用
できない 
・CBR,内部摩擦角度
が小さい 
・ミキシングプラン
トが必要 
・ビーズが浮く
（SGM） 
・有機物（燃える） 
・水に浮く 
・低強度 
・水はけが悪い 
・有機物(燃える） 
設計価格 約 12 千円/m3 約 15 千円/m3 約 20 千円/m3 
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図 3 造粒型の製造工程 
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図 4 非粒型の製造工程 
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第 2 章 内田頁岩の材料特性がロータリーキルン内での原料の性状
変化に及ぼす影響 
 
1 緒言 
 本研究で対象原料とした兵庫県・淡路島の内田地区で掘削される頁岩（以下、
内田頁岩）は、関西区域はもとより、中部、四国域まで埋立造成の土砂材料と
して使用されている。特に、大阪関西国際空港では相当量が使用された 1）2）。ま
た、以下の理由から、1960 年代より人工軽量骨材の原料としても使用されてい
る 3）。 
 
①頁岩特有の「加熱すると発泡・膨張する」という特徴があった。 
②旧・日本セメント株式会社大阪工場（現・関西太平洋鉱産株式会社）に大
型のロータリーキルンが存在した。 
③近隣に大きな市場があった。 
 
 本章では、内田頁岩を原料に用い、ロータリーキルンで超軽量の人工軽量骨
材を開発するにあたり、ロータリーキルン内での原料性状変化について推定を
行った。次いで、超軽量を行うための軽量化因子を抽出し、それらの因子が軽
量化にたいする影響度について調査した。 
 
2 理論 
2.1 ロータリーキルン内での原料性状の変化 
ロータリーキルンの中で、膨張頁岩は以下のように性状が変化すると推定し
た 4）。 
 
①図 1 に示す通り、ロータリーキルンのキルンバーナー反対側（以下、窯尻）
から送入された後、図 2 に示す通り、送入された原料は、キルンの転動により
バーナー方向に移動する。原料移動の過程において徐々に加熱されていくが、
まずは最初に原料中の有機物が表層部から燃焼していく。この際に原料に含ま
れる鉄はすべて3価鉄Fe2O3の状態となり、原料表層部から赤色になっていく（外
殻の形成）。しかし、原料である頁岩は緻密なため、原料内部までは酸素はなか
なか浸透しないため、可燃物は燃焼せず、内部に残る（内核）。 
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 ②内核の有機物が Fe2O3（3 価）を還元し、徐々に FeO（2 価）に変化する。
FeO は黒色のため、内核も黒色となる。 
 ③FeO は Fe2O3と比較し融点を降下させる効果があり、昇温とともに原料内部
の液相化を促進する。一方、粒表層部の鉄は FeO が存在しないため、内部と比
較すると液相の生成速度が遅い。 
 ④キルン内での低温域では固‐固反応であるため化学反応速度が極めて遅い
が、高温域になると内核部では FeO により液相が増加する。そのため、液‐固
反応となり、下記の化学反応が促進され、CO2ガスが加速度的に発生する。しか
も内核には液相が多くなるため、発生した CO2 ガスは原料から放出されること
なく、膨張し始める。 
 
6Fe2O3 ＋ C → 4Fe3O4 ＋ CO2   
2Fe3O4 ＋ C → 6FeO ＋ CO2   
 
⑤液相量の増加とともに化学反応は促進され、膨張が加速する。 
 
2.2 軽量化要因    
実際のロータリーキルン焼成から想定される軽量化方策とその軽量化要因を
表 2 に整理した。また使用した原料は、太平洋鉱産株式会社大阪工場で使用さ
れている内田頁岩とした。軽量化促進のためには表 2 の網掛けで示した軽量化
ファクターを変数として本章では検証している。 
尚、最高温度（以下、焼点温度）は軽量化ファクターの重要な要因であるが、
ロータリーキルンで焼成する焼点温度を変動させると原料内の液相量が劇的に
変化しキルン内での原料附着が生じやすくなる。そのため、安定運転が困難と
なるとともに品質悪化も懸念される。即ち、ロータリーキルン運転中の最高温
度の変更はかなりのリスクを負うことになる。そこで、本研究では目的とする
絶乾密度を設定する際の最高温度は最初に決め（目安を設定）、運転中には一切
変えないことにした。そのため、次の 3 章で検討する絶乾密度予測手法の際に
は、最高温度は因子には加えなかった。 
また、推定したロータリーキルン内の性状変化からすると、軽量化を促進す
るにはできる限り外殻量を少なくし（薄くし）、発泡源としてのカーボン類を有
する内核を発泡・膨張させることが必要である。外殻は焼成初期の低温域での
酸化反応により形成される。この外殻形成過程を“粒子状物質に含まれるカーボ
ン類の酸化反応”と捉え、矢木・国井 5）のを適用すると、酸化反応の完了時間(t*)、
反応時間(t)および反応率(XB)との関係を式(1)および(2)により表すことができる
と考えられる。この式から明らかなように外殻量を少なくするには、は以下の
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ことが示唆される。 
 
①原料のカーボン類を多く含む。 
②原料の粒子の直径を大きくする。 
③原料の粒子内の酸素拡散係数を小さくする。 
④焼成条件としては酸素濃度を小さくする 
⑤反応時間を短くする。 
 
t* = ρB R
2
 / 6B CAb DeA    (1) 
t / t* = 1 – 3(1 – XB)
2/3
 + 2(1 – XB)   (2) 
 
t ：反応時間（s） 
t* ：反応完了時間（s） 
XB  ：反応率 
ρB  ：カーボン類含有量（mol/m
3） 
R ：ペレット半径（ｍ）  
B ：化学量論係数 
CAb ：気中の酸素濃度（mol/m
3） 
DeA ：粒子内の酸素拡散定数（m
2
/s） 
 
そこで、まずは外殻量を求めるため内田頁岩の固有のカーボン類含有量（ρB：
mol/m
3）、酸素拡散定数（DeA： m
2
/s）を測定することにした。また、内核の発
泡については、粒子中における液相内での酸化鉄の還元による二酸化炭素の影
響が主たるものである。液相の生成量は最高温度、及び高温での滞留時間に影
響を受けるので、一定保持間における温度別の絶乾密度を求め、軽量化に対す
る影響度を考察することにした。 
 
3 実験方法 
3.1 カーボン含有量 
 式（1）からわかるとおり、原料中のカーボン類が多いと酸化反応時間は長く
なる。即ち、カーボン類が多いほど外殻は薄なる。そこで絶乾密度を予測する
ために必要な因子であり、カーボン含有量を測定することとした。まず、1～5mm
程度の内田頁岩を 105℃－24hrs.で乾燥した後、振動ミルで粉砕した。その後、
1g を計りとり、炭素分析計（HORIBA EMA-110 堀場試作所製）により、含有
炭素量を測定した。この装置の測定メカニズムは、資料の炭素分を 1250°C の酸
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素中で熱分解、あるいは燃焼し、発生した CO2、CO を赤外線吸収法で測定して
し、炭素含有量を算出するものである。 
3.2 酸素拡散係数 
 式(1)からわかるとおり、酸素拡散係数が大きいほど酸化反応時間は長くなる。
即ち、酸素拡散係数が小さいほど外殻は薄くなる。即ち、絶乾密度を予測する
ために必要な因子であり、酸素拡散係数を求めることとした。なお、野口等 6）
の報告によると内田頁岩は 1100℃程度までは液相量が少なくいため発泡を生じ
ないためであり、1100℃以下を外殻形成に係わる低温域、1100℃以上が発泡に係
わる高温域と考えられる。そこで外殻形成温度域として、1100℃より 100℃程度
低い 1000℃における内田頁岩の焼成状況の観察および種々の測定から酸素拡散
係数を把握することにした。 
実験方法として、まず直径約15mmの内田頁岩を105℃－24hrs.で乾燥した後、
直径 10～12mm のできるだけ球に近い形状になるように紙やすりで削り、実験
試料とした。次いで、白金皿に試料を 10 個乗せ、1000℃に保持した大気雰囲気
（酸素濃度 21%）の箱型電気炉に投入し、10 分、20 分、30 分と反応時間を変化
させた。熱処理後、ダイヤモンドカッターにより中心部断面をだし、デジタル
カメラで写真を撮影し、全試料の断面を観察した。クラックが生じ酸化状況が
不規則な物を除き、各温度水準で 5 個の試料断面を観察した。試料断面観察か
ら粒子全体の体積に対する褐色の酸化反応部分の体積比を反応率(XB)として式
(2)に代入し、反応時間(t)に関する関数 F(XB)を求めた。ここで、F(XB)=1 となる
t が反応完了時間(t*)となる。この t*とおよび試料ごとの各数値から 1000℃にお
ける酸素拡散係数(DeA)を算出した。 
3.3 温度別の内核の絶乾密度 
内田頁岩は 1100℃以下では全く発泡しない。これは 1100℃以下では液相がほ
とんど生じないためである。一方、1100℃以下でもカーボン類は燃焼するため
外殻は形成される。即ち、1100℃以下での滞留時間をほとんどなくせば外殻の
形成量はわずかである。そこで、下記に示す方法で内核の絶乾密度を把握し、3
章で行う小型ロータリーキルン試験を行う際に設定する最高温度を決めること
にした。 
実験方法は、できるだけ球形に近い直径約 15mm の内田頁岩を 105℃－24hrs.
で乾燥し実験試料とした。次いで、白金皿に試料を 10 個乗せ、それぞれ、1000℃、
1050℃、1100℃、1150℃、1200℃に保持した大気雰囲気（酸素濃度 21%）の箱
型電気炉にすばやく投入し、10 分間保持し、冷却後、アルキメデス法により絶
乾燥密度を測定した。 
 
4 結果及び考察 
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4.1 カーボン含有量 
 内田頁岩のカーボン含有量は 55456mol/m3であった。 
4.2 酸素拡散係数 
熱処理後の試料の断面を図 3 に示す。反応時間が長いほど黒色内核が小さく
なり表面からの酸化が進行する様子が分かる。熱処理後の試料断面の模式図を
図 2 に示す。 
試料の外径を R、酸化されていない未反応の内核の外径を r とすると、反応率
(XB)は式(3)により算出される。 
 
XB ＝（πR
3－ πr3）／πR3      (3) 
 
各反応時間で得られた 5 試料の反応率を式(2)に代入し、反応時間に関する関
数 F(XB) を得る式(4)。その結果を図 5 に示す。 
 
F(XB)  =  1－3（1－XB）2/3 + 2（1－XB） (4) 
 
図 5に示した直線は測定値から推測される反応時間に対する t/t*の変化の割合
である。保持時間が 0 の時、反応していないはずなのに t/t*が 0 でない(切片が存
在する)。これは、試料を電気炉に投入した後、試料が所定温度に達するまでの
タイムラグと考えられるため、t/t*の変化割合を考える際に切片は無視しても良
い。 
ここで式(2)より、F(XB) = t /t* なので、F(XB) = 1 のときに t=t*となり反応時間
(t)と反応完了時間(t*)が一致する。したがって、F(XB) = 1 のときの反応時間は、
t=1/0.000011 なので、t*は 90909（s）となる。これを式(1)に代入し、内田頁岩の
1000℃における酸素拡散係数(DeA)を得る。この際に、以下の数値を計算に使用
した。得られた酸素拡散係数は 2.03×10-7 m2/s となった｡ 
 
原料密度   ：2.49 g/cm3  (アルキメデス法) 
ρB (カーボン類含有量)  ：5545.9 mol/m
3 （測定値） 
R(ペレット半径)  ：0.006 m (試料平均値) 
B(化学量論係数)  ：1(固定値) 
CAb (酸素濃度)  ：1.829  mol/m
3  
(温度補正実施) 
 
4.3 温度別の内核の絶乾密度 
 図 6 に電気炉における温度別の絶乾密度を示す。1100℃以下でも絶乾密度は
低下するが、発泡は確認できなかった。この原因は有機分の燃焼による炭酸ガ
 16 / 76 
 
スや付着水の脱水による減少と考えられる。1100℃以上でも強い相関があり、
こちらは、断面形状から判断し発泡が確認できた。 
 
5 まとめ 
 内田頁岩のカーボン含有量は 55456mol/m3と高く、発泡原因物質を多く含むこ
とが分かった。また、酸素拡散係数は 2.03×10-7 m2/s であり、通常の造粒品と比
較し 1/100 程度であることから、造粒品と比較して酸素が侵入しにくく外殻の形
成速度が遅いと考えられる。温度別の絶乾密度は高温になるにしたがい軽くな
るが、1100℃までは膨張は確認できなかった。即ち、1100℃を超えてから液相量
が徐々に多くなり発泡現象が生じ、さらに軽量化することが分かった。 
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図 1 ロータリーキルンへの原料送入 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
図 2 ロータリーキルン内の原料の性状変化 
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表 2 軽量化方策と要因 
 
対 象 
軽量化方策 軽量化要因 
項 目 方 策 ファクター 目 標 
原 料 
発泡 
組織 
ガラス相を生じる 化学組成 最適化 
発泡源 カーボン類を含む 炭素含有量 含 有 
外殻を 
薄く 
酸素拡散係数を 
小さくする 
酸素拡散係数 小さく 
キルン 
焼成時の酸素濃度を 
低くする 
窯尻酸素濃度 低く 
低温域の通過時間を 
短くする 
焼成温度 
滞留時間 
温度分布 
最適化 
発泡 
促進 
高温域での保持時間
を長くする 
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図 3 内田頁岩の酸化進行状況 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
図 4 焼成後試料の断面模式図 
R ｒ 
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図 5 反応時間に対する F(XB) 
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図 6 温度別の絶乾密度 
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第 3 章 ロータリーキルン製造における絶乾密度の予測 
 
1 緒言 
 膨張頁岩を原料に、製造装置としてロータリーキルンを用いた人工軽量骨材
軽量骨材の生産が始まり、半世紀が経過した。その後、膨張頁岩以外にも、さ
まざま原料、例えば抗火石や真珠岩等の天然石、また最近は、産業廃棄物であ
る石炭灰 1）2）や建設汚泥 3）4）などを活用し軽量骨材を生産する研究事例も多い。 
しかし、こうした研究を行う上で最終的には大型実機試験は欠かせない。一
方で、実機における実験は商業運転を停止しなくてはならないし、多量の試作
品を処理しなくてはならないなど、多大な費用が発生する。また製造方法によ
っては新たな試験装置を開発しなくてはならないケースもある。このようなこ
とが原因で、なかなか事業化した例は少ない。 
逆に、対象とする原料の基本物性とロータリーキルンの運転条件で、生産で
きる焼成物の絶乾密度が予測できれば、実機キルンでの試験回数を大幅に減ら
せることが可能である。しかも、原料の基本物性さえ把握すれば、さまざまな
原料に対しロータリーキルンで軽量材が生産できるか否についても予測ができ
るため、実験回数を増やさずにすむ。さらに、対象となる原料の種類や配合水
準等も増やすことができるため、研究開発期間の短縮、開発費用コストの削減
にも結び付くことも可能であり、対象とする原料の種類も容易に広げられる。 
そこで、本章では、内田頁岩を原料とし、小型ロータリーキルンで焼成し、
運転条件別の焼成物の絶乾密度をも求めた後に、内田頁岩の基本物性とロータ
リーキルン運転条件から絶乾密度を予測する手法を研究課題とした。 
尚、第 2 章でも示したが、焼成物の絶乾密度と最高温度には大きな相関関係
が認められるので、最高温度で絶乾密度をコントロールすれば一見容易に、目
的の製品ができると考えがちになる。しかしこの管理は非常に困難なであり、
現実的ではない。具体的には、ロータリーキルン内の原料の最高温度はキルン
バーナーへ送入する燃料使用量によってコントロールするが、バーナーから生
じる火炎からのふく射熱を受けた原料温度は、燃料吹込み量が一定であって
20℃前後の変動はあり、正確な温度管理は難しい。これは主燃料である石炭の
保有熱量のバラツキやロータリーキルン内の通風速度によって火炎形状が容易
に変わってしまうためである。即ち、目標の最高温度が 1175℃であっても瞬間
的には 1200℃程度まで上がることもあれば、1150℃くらいのケースもありうる。
こうしたバラツキの範疇であるにもかかわらず、燃料使用量をこまめに変更し
てしまうと、瞬間的に最高温度が急激に上がり、原料中の液相量が増加し、ロ
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ータリーキルン内壁へ付着や原料同士の融着が生じやすくなってしまう。そう
なると、更にロータリーキルン内で閉塞状態が生じ、ガス流速が変化してしま
うため火炎形状が変化し、最高温度のコントロールの難しさを助長してしまう。
そこで、本検討では目標とする絶乾密度別に最高温度を設定し安定化した時点
で燃料は一定に保ったうえで、ロータリーキルン内での原料滞留時間、酸素濃
度と絶乾密度の関係を明らかにした。 
 
2 実験方法 
2.1 原料 
 淡路島・内田頁岩を 105°C-24 時間乾燥した後、ジョークラッシャーで破砕し、
粒子径を篩で 2～5mm に調整したものを使用した。 
2.2 実験装置 
 図 1 及び写真 1 に示す株式会社太平洋コンサルタントにある小型ロータリー
キルン（内径 320mm×長さ 3200mm）を使用した。窯前からバーナーを挿入し、
燃料を吹込み、火炎を発生させ、ロータリーキルン内を加熱するタイプで、吸
引ファンでロータリーキルン通風状態にし、窯前から空気を送入し燃焼させる。
原料は窯尻から送入し、ロータリーキルンの転動で原料は窯前に向かって進み
ながら、徐々に加熱されていく。通風に逆らって進むタイプであり、向流式と
呼ばれる方法である。 
2.3 実験手順 
①ロータリーキルンの運転条件 
図 1 に示す実験装置において、ロータリーキルン内のバーナーから A 重油を
燃料とし、ロータリーキルンの内壁を加熱し、最高温度が 1100℃付近で安定し
た後、原料を 10kg/h 送入した。原料同士の附着を防ぐため高融点物質であるア
ルミナ粉を 500g/h 焼点付近に圧縮空気を用いて吹き付けた。原料送入後、徐々
に A 重油の吹込み量を増やしていき、原料の最高温度を上げていった。原料の
最高温度が 1175℃付近に達した後、吸引ファン前のダンパー開度により窯尻の
酸素濃度を 5vol.%、或いは 10vol.%に調整した。またロータリーキルンの回転数
により、原料のロータリーキルン内滞留時間を 30 分、50 分、70 分に調整した。 
尚、ダンパー開度により酸素濃度を調整すると火炎形状が変化し最高温度も
変化する。具体的には、ダンパー開度を広げると通風量が多くなり、火炎長が
伸びるため最高温度は下がる。逆に、ダンパー開度を狭めると通風量が下がる
ため、火炎長は短くなり最高温度は上がる。そこで、ダンパー開度と燃料使用
量を微調整しながら、先の条件に調整した。ロータリーキルン内の原料最高温
度及び窯尻酸素濃度が設定値で 1 時間以上、安定したところでサンプルを採取
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し、アルキメデス法により絶乾密度を測定した。 
②ロータリーキルン内の温度分布と位置別の絶乾密度測定 
最も焼成物の軽量化が確認できた実験水準でキルン内の温度と発泡状況を観
察するため、キルン内位置毎の温度の測定と原料のサンプリングを行った。ま
た、ロータリーキルン内で採取したサンプルはアルキメデス法で絶乾密度を測
定した。さらに、ダイヤモンドカッターで中心部を切断し、破断面をデジタル
カメラで撮影後、破断面の外殻量や発泡状況を観察した。 
 
3 結果及び考察 
3.1 ロータリーキルン内の滞留時間と酸素の影響 
各水準のロータリーキルン運転条件と焼成物の絶乾密度を表 1 に示す。水準 1
と水準 4 では焼点温度が同じであるが、前者の窯尻酸素濃度 5 vol.%に対して後
者が 10 vol.%となっている。焼成物の絶乾密度を比較すると水準 1 が 0.92g/cm3
に対して水準 4 が 1.04g/cm3であり、明らかに酸素濃度の上昇により絶乾密度が
高くなっている。したがって、窯内の酸素濃度を低くするほど軽量化が促進さ
れることが確認された。 
水準 1～3 は酸素濃度が 5 vol.%、最高温度が 1175℃前後で一定で、滞留時間
のみが異なっている。表 1 からも分かるとおり、水準 1 は 0.92 g/cm3、水準 2 は
0.88 g/cm
3、水準 3 は 0.81 g/cm3と、滞留時間が長くなるにつれて明らかに絶乾密
度が低下している。これは滞留時間の延長により 1100℃以上の高温保持時間も
延長され、内核での発泡軽量化が促進された結果、絶乾密度が低下したと考え
られる。この時、1100℃以下の低温保持時間も延長されるが窯尻酸素濃度が低
いために外殻の形成量は同程度であっと考えられる。これらの結果から焼点温
度を固定した場合、酸素濃度と滞留時間が軽量化促進に効果的な要因になるこ
とが実証された。 
3.2 ロータリーキルン内の温度分布と焼成物の絶乾密度の関係 
最も軽量化した水準 3において窯内温度分布測定と窯内サンプリングを行い。
各温度測定点での焼成試料の絶乾密度測定と断面組織観察を行った。 
図 2 に示す通り、窯尻から送入された原料は徐々に温度が上昇するとともに、
試料表面の赤褐色を呈した表面参加層(外殻)が厚くなっていく様子が良く分か
る。また、絶乾密度も低下する。ただし、1100℃以下の部分では内核の発泡は
確認できなかった。2 章でも記述した通り、原料中に含まれる付着水や炭酸ガス
の影響と考えられ、外殻、内核ともに減少しているものと考えられる。1100℃
付近から発泡現象が始まり絶乾密度も急激に下がり、発泡量が増していくこと
がうかがえる。以上から、1100℃を境に、1100℃以下が外殻の形成期間、1100℃
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以上が内核の発泡期間と考えられる。尚、今後、1100℃以下の滞留時間を低温
滞留時間（t1）、1100℃以上の滞留時間を高温滞留時間（t2）と呼ぶことにする。 
3.3 焼成物の絶乾密度予測 
人工軽量骨材の絶乾密度は、外殻の密度およびその占める重量割合、内核の
密度およびその占める重量割合から、加重平均で求めることができる 6）。外殻と
内核の割合は低温滞留時間（t1）によって決まる。そこで、図 2 から、発泡直前
の温度である 1100℃となる位置を特定し、各水準の 1100℃以下の低温滞留時間
（t1）及び 1100℃以上の高温滞留時間（t2）をロータリーキルンの回転数と傾斜
角から算出する。算出結果を表 3 に示す。 
 t 1が外殻の形成時間となることから、この外殻形成過程を第 3 章でも示した
“粒子状物質に含まれるカーボン類の酸化反応”と捉え、矢木・国井 5）のを適用
すると、酸化反応の完了時間(t*)、反応時間(t)および反応率(XB)との関係を式(1)
および(2)により表すことができる。 
 
t* = ρB R
2
 / 6B CAb DeA  (1) 
t 1/ t* = 1 – 3(1 – XB)
2/3
 + 2(1 – XB)  (2) 
 
t1 ：反応時間 / 低温滞留時間（s）   
t* ：反応完了時間（s） 
XB ：反応率 
ρB ：カーボン類含有量（mol/m
3） 
R ：ペレット半径（ｍ）  
B ：化学量論係数 
CAb ：気中の酸素濃度（mol/m
3） 
DeA ：粒子内の酸素拡散定数（m
2
/s） 
 
 また、式（1）、式（2）を以下のように変形することができる。 
 
                                   
（3） 
 
 
 そこで、（3）式から各水準、即ち t1別の体積割合（反応率：XB）を算出した。
尚、t1終了時点（1100℃以下）では発泡現象は起きていないので、外殻と内核の
絶乾密度は同じと考えられる。そこで、表 4 に計算に用いた値、表 5 に外殻と
内核の重量反応率の計算結果を示す。t1が大きいほど外殻の重量割合が大きくな
ることがわかる。 
また得られた焼結物の外殻はすでに焼結されほとんど空隙はないと予想され
ρBR2／6BCABDeA 
t1 
= 1－3（1－XB）2/3 + 2（1－XB） 
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る。さらに、内田頁岩の組織観察から、組成は石英および長石が散在する状況
であり、石英の密度(2.65g/cm3)2）、長石の密度(2.5～2.7g/cm3)およびガラスの密度
(2.5g/cm
3
)であることから。外殻の絶乾密度は 2.60g/cm3（ と想定した。 
尚、人工軽量骨材のように外殻と内核で密度が異なるような物質の平均密度
は式（4）のように表すことができる。そこで各実験水準の外殻の重量割合、内
核の重量割合、外殻の絶乾密度、全体の絶乾密度から、内核の絶乾密度を計算
した。計算結果を表 6 に示す。 
 
                         .        (4) 
 
表 6 に示す通り、水準 1～3 において、高温滞留時間(t2)が増えるにしたがい内
核の絶乾密度は小さくなることが分かった。また、水準 1 と水準 4 では高温滞
留時間は同じであるが酸素濃度は異なるにも関わらず、ほとんど内核の密度は
変わらない。即ち、内核の絶乾密度には酸素濃度は影響を及ぼさないことが分
かる。 
また、図 3 に示す通り、高温滞留時間(t2)と内核の絶乾密度には強い相関があ
り、式(5)で近似できる。 
 
ρin = -0.0002 t2 + 0.898  (R
2
= 0.990)  （5） 
 
以上から、キルン内の滞留時間と酸素濃度、原料特性値による絶乾密度の予
測が行うことは可能である。具体的にその手順を以下に示す。 
 
①t1及び酸素濃度から（3）式により、外殻の反応率 XBwを算出する。 
②t2から（5）式により、内核の絶乾密度(ρin)を算出する。 
③外殻密度（ρout：2.6）、内核密度（ρin）、外殻の反応率（XBW）から、（4）式
により、全体の密度を算出する。 
 
4 まとめ 
 ロータリーキルンの窯尻から送入された原料（内田頁岩）は、ロータリーキ
ルンの転動によって窯前に移動する。窯前からはバーナーから発生した火炎が
あり、原料は徐々に加熱されていく。原料は 1100℃までは付着水等が除かれて
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絶乾密度は低下するが、発泡現象は確認できなかった。1100℃を超えた時点で
発泡し急激に絶乾密度が低下することが分かった。 
 また、1100℃までの通過時間（低温滞留時間：t1）が長いほど、酸素濃度が高
いほど、外殻の割合が多くなること、1100℃以上の滞留時間(高温滞留時間：t2)
が長いほど内核の絶乾密度が低くなることが分かった。即ち、ロータリーキル
ン内の原料の t1 と酸素濃度により、外殻と内核の重量割合が計算で算出でき、
さらに t2 により内核の絶乾密度は決定される。また、外殻の密度は原料の鉱物
組成から 2.6g/cm3程度と考えられる。 
 以上から、内田頁岩の場合、原料の酸素拡散係数、カーボン濃度、さらにロ
ータリーキルンにおける原料の t1及び t2、ロータリーキルン内の酸素濃度によっ
て絶乾密度が予測できる可能性が高い。 
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図 1 実験装置（小型ロータリーキルン） 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
写真 1 実験装置（小型ロータリーキルン） 
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表 1 各水準における焼成条件と焼成物の絶乾密度 
実験水準 
No. 
焼点温度 
(℃) 
滞留時間 
(min.) 
窯尻酸素 
濃度(%) 
絶乾密度 
(g/cm
3
) 
1 1176 -1182 30 5 0.92 
2 1177 -1181 50 5 0.88 
3 1160 -1180 70 5 0.81 
4 1165 -1176 30 10 1.04 
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図 2 小型ロータリーキルンにおける窯内温度分布と焼成物の変化の様子 
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表 3 小型キルンの滞留時間配分 
水準 滞留時間(s) 
低温滞留時
間 
t1 (s) 
高温滞留時
間 
t2 (s) 
1 1800 900 600 
2 3000 1500 1002 
3 4200 2100 1398 
4 1800 900 600 
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表 4 計算に使用した数値 
項 目 値 
原料密度 g/cm3 2.49 
ρB カーボン類含有量  mol/m3 7238 
R 原料粒径  m 0.0015 
B 化学量論係数 1 
DeA 酸素拡散係数 m
2
/s 2.03×10
-7
 
CAB 酸素濃度  mol/m
3
  
0.436（5vol.％） 
0.872（10vol.％） 
 
 
 
 
 
 
 
表 5 各滞留時間における外殻および内核の体積割合 
水準 滞留時間(s) 
低温滞留時間 
t1 (s) 
外殻重量割
合 XBW 
内殻重量割合 
1-XBBW 
1 1800 900 0.275 0.725 
2 3000 1500 0.348 0.652 
3 4200 2100 0.404 0.596 
4 1800 900 0.129 0.871 
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表 6 各水準の内殻の絶乾密度 
水準 
高温滞留時間 
t2(s) 
内核密度 
（g/cm3） 
1 600 0.74 
2 1002 0.65 
3 1398 0.55 
4 600 0.76 
 
 
 
   
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
図 3 高温滞留時間(t2)と内核密度の相関関係 
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第 4 章 ロータリーキルン内の原料の融着防止 
 
1 緒言 
 ロータリーキルンで人工軽量骨材を生産する場合、内核は 2 価鉄（FeO）の影
響で液相が比較的低温度でも生じるのに対し、外殻は 3 価鉄（Fe2O3）の影響で、
内核よりも液相の発生が生じにくい。このため現在の人工軽量骨材の焼成では、
ロータリーキルン内で原料同士が付着したり、キルンの内壁に付着したりする
こと少なく、融着防止対策は必要としない。しかし、本研究で目指した超軽量
骨材の場合、ロータリーキリン内の最高温度は 1175℃前後を必要とする。即ち、
最高温度を上げ分、液相量も多くなるため原料同士あるいは原料とキルン内壁
が融着しやすい状況となっている。もし原料同士や原料と内壁が融着してしま
うと、ロータリーキルンが閉塞状態になり、ロータリーキルン内の通風速度が
変化し、バーナーから生じる火炎形状が不安定になってしまう。その結果、最
高温度が乱高下するため、安定運転、安定品質の確保が出来なくなってしまう。 
本研究の 3 章で行った小型ロータリーキルンの場合、原料が最高温度になる
地点は窯前（バーナー側）から数 10cm のため、高融点物質であるアルミナ粉を
圧縮空気で吹き付ける程度でその役割は果たせた。しかし、大型ロータリーキ
ルンでは原料が最高温度になる地点は窯前（バーナー側）から 10 数 m 先となる
ため圧縮空気による融着防止材の慣性力だけで吹き付けることは困難である。 
現在まで、大型ロータリーキルン内での融着防止に関し、さまざまな検討が
なされている。籠橋等 1）は廃棄物を焼成する際に高価なアルミナの代わりに
MgO や CaO を多く含む材料の使用を提唱しているが、本研究の対象である頁岩
では SiO2 や Al2O3 を多く含むため、こうした材料では逆に融着を促進させてし
まうと考えられる。浜里等 2）は粒径を規定し、SiO2や Al2O3を 90％以上含むも
のを最高温度付近に吹き込むことを提案しているが、粒径を選択した具体的な
根拠を証明するには至っていない。二宮等 3）は融着防止材の代わりに、高融点
灰分を持つ石炭を燃料に使用することを提唱しているが、日本国内では海外か
ら石炭を受け入れるため、石炭種類を指定することは困難である。筆者等 4）も
窯前から珪石粉等の融着防止材を吹込み、ロータリーキルン内に着地できず、
ロータリーキルンから排出されてしまったものを回収し、原料に混ぜ込み再使
用することを提案している。この方法は非常に融着防止材の効率が良く有効な
手段ではあるが、大型ロータリーキルンで実践するには融着防止材の回収設備
等、莫大な設備投資を必要とする。尚、ロータリーキルン内の原料同士の融着
や内壁へ融着防止に関する研究に特化した論文はほとんどない。人工軽量骨材
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等を開発する上で必要な開発事項ではあるが、おそらく過剰な量を吹込めば問
題ないとの認識が開発者にあるため、特許は出願されても、研究課題として注
力することはなかったためと推察される。 
そこで本章では、大型キルンに使用できる適切な融着防止材料、具体的には
アルミナより安価な珪石粉が使用できるか、或いはどの程度使用すれば効果が
あるか、さらには融着防止材の適度な粒度分布どの範囲か、以上を見出す検討
を行うこととした。 
 
2 理論 
図 1 に示すように、融着防止材粒子が原料粒子の表面を覆うように付着し、
頁岩表面の液相発生を抑制することにより、原料粒子同士および原料とキルン
内壁の間に介在してそれぞれの融着を防止することができる。このとき融着防
止材に求められる用件として以下が挙げられる。 
 
①高融点、高温で安定。 
②焼成物の物性に影響しない。 
③安価で安定供給が可能。 
 
 アルミナ粉は①、②の点で優れているが、③の点で不利である。軽量骨材や
軽量盛土といった安価な製品製造にあたっては適当でなない。内田頁岩の主成
分は SiO2－Al2O3であり、その他、Fe2O3や CaO が含まれている。こうした組成
物に Fe2O3や CaO を更に混入させたると、低温下で液相が生成しやすくなり融
着が促進されてしまうため融着防止材には不向きである。一方、高純度の SiO2
や Al2O3の添加することにより融点は上昇することから、融着防止材になりえる
と考える。そこで安価で入手できる珪石粉をアルミナ粉と比較した。 
 一方、図 2 に示す通り、融着防止材はロータリーキルン内の原料に噴霧しな
ければならない。しかも、ロータリーキルン内の最高温度から窯尻までの間に
原料と混合されなければならない。最高温度地点の手前で接触しても原料表面
には液相がないため付着せず、融着防止材の意味をなさない。また、キルン内
の気流にのってキルンから排出されても効果はない。そこで、適切な原料粒子
の大きさについても検討を行った。 
 
3 実験方法 
図 3 に示す実験装置において、ロータリーキルン内のバーナーから A 重油を
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燃料とし、中型ロータリーキルン（株式会社太平洋コンサルタント；内径 450mm×
長さ 8340mm）の内壁を加熱し、最高温度が 1100℃付近で安定した後、原料（内
田頁岩：粒径 5-20mm）を 100 kg/h 送入した。融着防止材としてアルミナ粉（5kg/h）、
或いは珪石粉（17 kg/h）を焼点付近に圧縮空気を用いて吹き付けた。原料送入
後、徐々に A 重油の吹込み量を増やしていき、原料の最高温度を上げていった。
原料の最高温度が 1175℃付近に達した後、吸引ファン前のダンパー開度により
窯尻の酸素濃度を 5vol.%に調整した。またロータリーキルンの回転数により、
原料のロータリーキルン内滞留時間を 40 分に調整した。 
尚、3 章でも記述した通り、ダンパー開度により酸素濃度を調整すると火炎形
状が変化し最高温度も変化する。具体的には、ダンパー開度を広げると通風量
が多くなり、火炎長が伸びるため最高温度は下がる。逆に、ダンパー開度を狭
めると通風量が下がるため、火炎長は短くなり最高温度は上がる。そこで、ダ
ンパー開度と燃料使用量を微調整しながら、先の条件に調整した。ロータリー
キルン内の原料最高温度及び窯尻酸素濃度が設定値で 1 時間以上、安定したと
ころでロータリーキルン内の融着現象を見極めながら、融着防止材の量を徐々
に減らし、最低必要量を把握した。 
表 1 に本試験で検討した頁岩（淡路島・内田頁岩）の珪石粉（関西太平洋鉱
産株式会社）の化学組成を示す。尚、本化学組成は走査型蛍光 X 線分析装置・
RIGAKU ZS1—e で測定した。Ig.loss は 1000℃に設定した電気炉に試料を 1 時
間放置した時の減量割合を示す。また、参考までに、キルンが安定した時の焼
成物の絶乾密度もアルキメデス法で測定した。 
 
4 結果及び考察 
4.1 融着防止材の選定 
融着防止材に求められる要件を踏まえ、高価ではあるが融着防止効果の高い
アルミナ粉で融着防止による軽量化を確認し、その後実用的な珪石粉および石
炭灰に関して実用可能か否かの実験を行った。その実験結果を表 3 に示す。 
①アルミナ粉 
これまでの様々な材料焼成の実績からアルミナ粉の吹込み量は原料送入量の
約 3～5%なので、ゆとりを考えて本実験では 5% (5kg/h) とした。焼成状況を見
ながら吹込み量を減らす予定だったが、吹込み量を 4%に下げた時点で融着現象
が生じた。そこで、5%に戻したところ融着現象は解消された。この時の焼成物
は目標密度をほぼ達成しているので、アルミナ粉の場合、原料に対し 5％程度が
必要と考えられた。 
②珪石粉 
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最初は 18.0 kg/h から吹込みはじめたが 10.0 kg/h まで減らしても融着現象は確
認されなかった。10.0 kg/h 以下にすると融着現象が見られたことから、原料に
対する珪石粉の適正量は 10％と考えられる。また、この時に得られた焼成物の
表面の電子顕微鏡写真を写真 1、写真 2 に示す。写真 1 では相当量の珪石粉が過
剰なまでに付着していることが分かる。写真 2 では付着量は減っているものの、
珪石粉の形状を残していることから、液相量の割合を下げ、融着防止効果が発
現されたものと考えられる。 
4.2 大型ロータリーキルンで生産する場合の課題 
①融着防止材の着地範囲 
先に記述した通り、小型ロータリーキルンや中型ロータリーキルンでは原料
の融着位置が窯前か数 10cm 程度と近いため、融着防止剤の粒子径に関係なく、
圧縮空気により直接吹き付けることが可能であった。一方、大型ロータリーキ
ルンの場合、例えば、実際に使用されているもの（関西太平洋鉱産株式会社：
直径 3.15m×長さ 68ｍ）の場合、融着現象が生じる（最高温度）地点、窯前から
約 20m 程度の位置より奥にあるため、圧縮空気による融着防止材の慣性力によ
る吹き付けは不可能である。 
現在製造している人工軽量骨材（最高温度 1120℃前後）では、特に融着防止
材は使用せずとも、材料同士の融着現象は生じない。即ち、材料温度が 1120℃
に達するまで、あるいは最高温度の地点に融着防止材を着地させることが必要
である。逆に、最高温度到達位置より前に融着防止材を落下させても効果はな
い。また、ロータリーキルン内の通風で、ロータリーキルンから排出されるも
のも無駄である。関西太平洋鉱産株式会社のロータリーキルンの場合で、最高
温度が 1175℃では、ロータリーキルン内の温度分布から推測し、窯尻から 40ｍ
まで（窯前から 20ｍ～68ｍ）の間に融着防止材を着地させる必要がある。 
②キルン内での融着防止材着地位置における粒子径の算出 
ⅰ.終末沈降速度の算出 
珪石粉の平均粒径は数 10μm 前後と比較的細粒なので粒子レイノルズ数が小
さくなり、粒子表面の流れに乱れが少なく粘性力に対して慣性力を無視したス
トークスの近似が成り立つと予想された。そこでストークスの終末沈降速度式 
(1) を用いて粒径別の終末速度を算出した。計算に用いた数値を表 4 に示す。 
 
      (1) 
 
計算結果を表 5 に示す。また同時に式 (2) により粒径ごとの粒子レイノルズ数
Rep を求め同表に記載した。求めた Rep は 2 以下であり、ストークスの終末沈降
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速度式が成り立つことが確認された。 
 
    (2) 
※ v は粒子の流速なので粒径ごとの終末沈降速度を代入する。 
 
③着地位置の予測 
窯前からの空気圧送により融着防止材をキルン内に吹込む場合、融着防止材
の着地位置は吹込む高さ、角度、初速に加え、バーナー燃焼に伴うガス流速、
二次空気によるガス流速などが複雑に影響し精確な予測は困難である。ここで
はそれらの条件を極力簡略化し、図 3に示すように融着防止材の吹込速度は 0m/s 
（即ちロータリーキルン内の通風速度のみで移動）、吹込み角度 0℃(水平)とし、
ガス流速として 7m/s (ロータリーキルン内平均流速)を設定し、吹込み高さを
0.5m にしたときの粒子径別の着地位置を算出した。尚、実機のロータリーキル
ン（関西太平洋鉱産株式会社）の場合、融着防止材の吹き込みノズルの高さは、
キルン内の原料層厚み、或いは火炎バーナーの高さ位置からして、キルン面か
ら 50cm の高さにしか固定できない。そこで、吹き込み高さは 50cm とした。そ
の計算結果を図 4 に示す。 
図 4 に示す通り、キルン面からの高さが 50cm の場合、焼点から窯尻の間に着
地できる粒子径は 40μm～75μm 程度であることがわかる。これは、浜里等 2）が
提案していた 1～60μｍとは若干ことなる値であり、40μm 以下は排ガスとともに
ロータリーキルンから排出されてしまうことが分かった。また、市販されてい
る珪石粉の中でもかなり粗いものが好ましいということも判明した。そこで、
次章で検討する中型ロータリーキルン、大型ロータリーキルンでの絶乾密度の
予測精度の検証試験、試作試験では、市販品で最も粒度の粗い珪石粉（QK3200：
関西太平洋鉱産㈱）を検討の対象とすることにした。尚、この珪石粉の粒度分
布を測定したうえで、融着防止材としてローラリーキルンの有効着地地点に散
布できる重量割合を算出したところ、その結果を図 5 に示すが、40μｍ～75μm
の粒子径は全体の 20％は確保できることがわかった。逆に 80％は無駄になって
しまうことから、筆者等 4）が提案した排ガス処理設備で珪石粉を回収し、原料
に戻すことが有効であることも確認できた。 
 
5 結論 
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 5～20mm に粒度を調整した内田頁岩をロータリーキルンで焼成し、絶乾密度
0.85g/cm3 程度の焼成物を製造する場合に、原料同士の融着やロータリーキルン
の内壁との融着を防止するための融着防止材について検討を行った。 
 アルミナ粉を使用する場合は、送入原料に対し 5％程度が必要であり、珪石粉
であれば 10％程度が必要であることがわかった。珪石粉の価格はアルミナ粉の
1/8 程度であることから、珪石粉を使用することが好ましいと考えられる。 
 また、大型ロータリーキルン（直径 3.15m×長さ 68m）の場合、珪石粉を窯前
から吹込む場合の有効な粒子径は 40μm～75μm であり、国内で販売されている
もっとも平均粒子径が大きな珪石粉を使用した場合でも 20％程度しか有効でな
いことが分かった。筆者等が提案した『ロータリーキルンから排ガスとともに
排出された珪石粉を原料に戻す』ことが有効な技術であることが確認できた。 
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図 1 融着防止材の作用機構イメージ 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
図 2 ロータリーキルン内の融着防止材の有効着地点 
 
 
頁岩粒子 
融着防止材 
キルン内壁 
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図 3 実験装置（中型ロータリーキルン） 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
写真 1 中型ロータリーキルン 
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表 1 原料（内田頁岩）と珪石粉の化学組成 
名称 
 (mass%) 
Ig.loss SiO2 Al2O3 Fe2O3 CaO MgO SO3 Na2O K2O Total 
内田頁岩 5.0 65.9 16.2 4.1 1.6 1.1 1.2 2.30 2.58 100.0 
珪石粉 0.8 93.4 2.2 1.2 0.5 0.3 0.3 0.18 0.46 99.3 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
表 2 それぞれの融着防止材に対する必要吹込み量 
No. 融着防止材 
焼成温度 
(℃) 
酸素濃度 
(vol.%) 
絶乾密度 
(g/cm
3
) 
融着防止材 
必要量 
(kg/h) 
1 アルミナ 1166 -1213 5 0.83 5.0 
2 珪石粉 1149 -1204 ↑ 0.75 10.0 
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写真 1 珪石粉 17％吹込み時の焼成物の表面 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
写真 1 珪石粉 17％吹込み時の焼成物の表面 
  
珪石粉 17.8%   
珪石粉 
    珪石粉 10%   
珪石粉   
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表 3 必要な融着防止材量 
No. 融着防止材 
焼成温度 
(℃) 
酸素濃度 
(%) 
絶乾密度 
(g/cm
3
) 
融着防止材 
必要量 
(kg/h) 
1 アルミナ粉 1166 -1213 5 0.83 5.0 
2 珪石粉 1149 -1204 ↑ 0.75 10.0 
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図 3 ロータリーキルン内での融着防止材の着地予想の考え方 
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表 4  終末沈降速度の計算に使用した数値 
文字 意味 単位 今回使用数値 記  事 
v 
終末沈降速
度 
m/s 求めたい数値 
粒子の自由落下において落下速
度が一定となった値 
g 重力加速度 m/s2 9.8 通常使用される数値 
ρp 粒子密度 g/m
3
 2.6×10 
6
 珪石の密度 
ρf 流体密度 g/m
3
 277 
キルン平均温度での空気の密度 
(1000℃理化年表) 
Dp 粒子直径 M １～500×10－
6
 珪石粉の粒径として変化させる 
μ 流体粘度 Pa･s 42.3×10－6 
キルン平均温度での空気の粘度
(1000℃理化年表) 
 
 
 
 
 
表 5 キルンにおける粒径ごとの終末沈降速度および粒子レイノルズ数 
キルン 粒径(μm) 
終末沈降速度
(m/s) 
粒子レイノルズ数 
実機キルン 
1 0.00003468 2.524×10－
10
 
10 0.0034677 2.524×10－
7
 
50 0.0866917 3.155×10－
5
 
100 0.3467668 2.524×10－
4
 
200 1.3870672 2.019×10－
3
 
500 8.6691702 3.155×10－
2
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図 4 珪石粉の粒子径別の着地位置 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
           
 
図 5 珪石粉の粒度分布と融着防止材としての有効割合 
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第 5 章 絶乾密度の予測精度の検証と焼成物の評価 
 
1 緒言 
 3 章で、は小型ロータリーキルンで膨張頁岩（淡路島産）1）を焼成した場合の
絶乾密度を、矢木ら 2）の「粒子状物質に含まれるカーボン類の酸化反応” 」と
捉え、膨張頁岩の熱的発泡物性とロータリーキルンの運転条件（滞留時間、酸
素濃度）により、絶乾密度を予測できることを見出した。また、4 章では、ロー
タリーキルン内の高温部における原料同士の融着防止、あるいは材料とキルン
内壁との付着による不安定なロータリーキルン運転の防止策として、ある一定
粒度の珪石粉をロータリーキルン前から吹き込むとことにより防止できること
を同様に見出した。 
そこで、本章では、中型ロータリーキルンを用い絶乾密度の予測精度を向上
させる検証試験を行った。さらに、精度を高めた焼成物の絶乾予測手法の検証、
及び融着防止材の有効性の検証、および目標とした超軽量の人工軽量骨材を得
るため大型ロータリーキルン試験を行った。次いで、大型ロータリーキルン実
験で得られた焼成物は、従来の非造粒系の膨張頁岩を原料にして得られる人工
軽量骨材と比較して非常に軽く、産業向けに使用できるかを検討した。 
現在までに、新たな軽量材が開発されるとそのような材料に対し、軽量コン
クリート向け骨材として使用できるか等の研究事例は多い。丸々ら 3）は、さま
ざまな超軽量骨材を使用し超軽量コンクリートの基本特性を報告した。三浦ら 4）
は膨張頁岩系人工軽量骨材に、発泡ガラス系人工軽量骨材、坑火石系人工軽量
骨材を組み合わせ、超軽量コンクリートを得た。木場ら 5）は、真珠岩系超軽量
人工軽量骨材を使用したコンクリートに補強繊維を加えたコンクリートの破壊
力学的特性値について報告している。水田ら 6）は、膨張頁岩を原料にし、発泡
材を添加した造粒系の超軽量骨材を使用し、コンクリート特性について報告し
た。川口ら 7）はコンクリート製品の一種であるカーテンウールに膨張頁岩系軽
量骨材、廃ガラス発泡系人工軽量骨材を使用したコンクリート品質管理手法に
ついて報告している。松井ら 8）も同様に、道路橋床版への適用検討を行った。 
一方で、膨張頁岩を使用した非造粒系の超軽量骨材をコンクリートの骨材と
して評価したことはほとんどない。しかも、現在、膨張頁岩系膨張頁岩を使用
し、絶乾密度が 0.85g/cm3以下の非造粒系人工軽量骨材は販売されていない。こ
の理由として、序章でも示した通り、それらの人工軽量骨材の製造方法の多く
がコスト高であるためであり、本研究で目指した既存のプロセスを活用、設備
投資の極小化が達成できなかったためと考えられる。即ち、本研究で検討した
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超軽量人工軽量骨材は品質的に満足でいるのであれば、コストが従来品と変わ
らないため、格段に絶乾密度が低いため、今までの超軽量骨材と比較しても、
十分に市場に受け入れられる可能性が高い。 
そこで、基本的なデータを得る目的で、大型ロータリーキルンで得られた超
軽量焼成物を骨材としてコンクリートを作製し、従来品との比較を行った。ま
た、序章にも記述した通り、膨張頁岩を利用した非造粒系の人工軽量骨材は軽
量盛土として活用されている 8）。そこで、本研究でも、従来品として比較し軽量
盛土の軽量性を比較評価した。 
また、格段に絶乾密度が下がったことで、新たな用途についても検討した。
こうした空隙量が多く、硬い材料は擦れたさいに大きな音を発生する特徴があ
る。この特徴を生かし、最近は発泡ガラス等 9）が防犯砂利として使用されてい
る。防犯砂利とは、庭や隣家との間に死角になる場所に敷き詰め、侵入者が踏
みつけることにより音を発生させ、侵入者を威嚇するものである。このような
防犯砂利は骨材自体がポーラスであるほど音の発生が大きい。ただし、発泡ガ
ラスは、強度が弱く、踏みつけ回数が多くなってくると、徐々にその効果がな
くなっていくという課題を持っている。そこで、新規軽量材は防犯砂利として
の適用が可能であると考え、検討を行った。 
 
2 実験方法 
2.1  中型ロータリーキルン試験による絶乾密度の予測精度の確認と補正 
試験装置として、図 1、写真 1 に示すような株式会社太平洋コンサルタント・
中型ロータリーキルン（内径 450mm×長さ 8340mm）を使用した。この試験装置
において、ロータリーキルン・窯前のバーナーから A 重油を燃料とし火炎を発
生させキルンを加熱し、内壁の最高温度が 1100℃付近で安定した後、原料を
100kg/h 送入した。原料は、内田頁岩を 105℃、24 時間乾燥した後、ジョークラ
ッシャーで破砕し、粒径を 1～5mm（以下、細骨材原料）、及び 5-20mm（以下、
粗骨材原料）に調整した 2 種類を使用した。また、原料同士の附着を防ぐため 4
章で検討し珪石粉 (関西太平洋鉱産株式会社：QK3200) 10kg/h を焼点付近に圧
縮空気を用いて吹き付けた。 
原料送入後、徐々に A 重油の吹込み量を増やしていき、原料の最高温度を上
げていった。粗骨材原料の場合、最高温度が 1175℃付近に達した後、吸引ファ
ンのダンパー開度により窯尻の酸素濃度を 5vol.％に調整した。尚、ダンパー開
度により酸素濃度を調整すると火炎形状が変化し、最高温度も変化する。具体
的には、ダンパー開度を広げると通風量が多くなり、火炎長が伸びるため最高
温度は下がる。逆に、ダンパー開度を狭めると通風量が下がるため、火炎長は
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短くなり最高温度は上がる。そこで、ダンパー開度と燃料使用量を微調整しな
がら、粗骨材では 1175℃窯尻酸素濃度を 5vol.％に近づけた。細骨材原料の場合
は 1125℃とした。表 1 に試験水準を示す。 
また、試験水準 1 及び 3 についてロータリーキルン内の最高温度、及び窯尻
酸素濃度が安定したところでキルン内の窯前から熱電対を送入し窯内の位置別
の温度を測定、更にサンプルを採取し、窯内位置別の絶乾密度を測定した。絶
乾密度はアルキメデス法により測定した。 
3 章で記述した絶乾密度の予測手法によって得られる値と実測値を比較した
後、予測精度を向上させるため、低温滞留時間 (t1) の補正を行い、予測精度の
向上を図った。 
2.2  大型実機ロータリーキルン試験による絶乾密度の予測精度の検証 
2.2.1 焼成条件の選定 
①ロータリーキルン内温度分布の予測 
大型ロータリーキルン（関西太平洋鉱産株式会社直径 3.15mm×長さ 66.3m）で
目標の絶乾密度の焼成物を得るため、運転条件を設定することとした。ただし、
大型ロータリーキルン内の温度測定は不可能なので、現在生産している運転デ
ータから、図 2 に示すように窯内温度分布を予測した。 
② 大型ロータリーキルン試験による絶乾燥密度の予測精度確認 
以下の数値を用いて、3 章で提起した絶乾密度の予想手法に、更に中型ロータ
リーキルン試験で検討した絶乾密度の補正手法を加味し、滞留時間別の予想絶
乾密度を算出した。その結を表 2 に示す。尚、粗骨材向けの原料粒径は 16mm 
(5-20mm の平均値)、細骨材向けについては 3mm(1-5mm の平均値)とした。また
窯尻の酸素濃度は 5vol.%と固定した。 
表 2 に示すとおり、5-20mm 品（平均 16mm）の場合は滞留時間を延ばすこと
により、より軽量化が達成できる。これは外殻の反応率が大きくなり緻密な部
分が多くなるよりも、内核の発泡による軽量化のほうが寄与率は大きいためで
ある。一方、表 3 に示すとおり、5mm 以下品（平均 3ｍｍ）の場合は逆に滞留
時間を長くするほど逆に重くなってしまう。これは粒径が小さいため外殻の反
応率が大きくなり緻密な部分が多くなり、内核の軽量化の寄与を上回ってしま
うためである。 
 以上からして、関西太平洋鉱産株式会社の大型ロータリーキルンを想定した
場合の運転条件を表 4 に示すような運転条件であれば、現行品の 2/3 程度の軽量
骨材が製造できると推察された。 
2.2.2 試験方法 
 図 3（関西太平洋鉱産株式会社 大阪工場 2 号キルン 直径 3.15m×長さ 66.3m）
に焼成プロセスを示す。ロータリーキルン内のバーナーから最初は再生重油
 54 / 76 
 
（300ℓ/h）を 6 時間吹き込み、次いで別のバーナーから微粉炭（石炭粉）を 1.5t/h
吹き込み、キルン内最高温度を 1100℃まで上げた。この後、原料（内田頁岩：
粗骨材（5-20mm）から送入すると同時に、写真 2 に示すように窯前から珪石粉
を吹き込んだ。その後、原料最高温度（以下、焼点温度）が 1175℃前後になる
まで微粉炭の吹き込み量を増やし、同時にキルン内酸素濃度（窯尻）が 5vol.％
となるようにファン前のダンパーで風量の調整を行った。また、キルン内の原
料滞留時間は 60 分となるようにキルン回転数を調整した。焼点温度、キルン内
酸素濃度が安定してから、30 分ごとに焼成物を採取し、アルキメデス法により
絶乾密度を測定した。この操作を 6 時間行った 
 また別途、同様な方法で、ロータリーキルン内最高温度を 1100℃まで上げた
あと、原料（内田頁岩：細骨材（1-5mm）から送入すると同時に、窯前から珪石
粉を吹き込み、焼点温度が 1125℃になるまで微粉炭の吹き込み量を増やし、同
時にロータリーキルン内酸素濃度（窯尻）が 5vol.％となるようにファン前のダ
ンパーで風量の調整を行った。また、ロータリーキルン内の原料滞留時間は 30
分となるようにロータリーキルン回転数を調整した。焼点温度、ロータリーキ
ルン内酸素濃度が安定してから、30 分ごとに焼成物を採取し、アルキメデス法
により絶乾密度を測定した。この操作を 6 時間行った。 
2.3 大型実機ロータリーキルンで製造した焼成物の評価 
①コンクリート骨材及び軽量盛土 
 大型ロータリーキルン実験で得られた焼成物（2.2 項、細骨材、粗骨材）を利
用し、コンクリート骨材、及び軽量盛土としての評価を行った。尚、比較対象
の原料として、人工軽量骨材アサノライト粗骨材（太平洋セメント株式会社）、
細骨材として普通細骨材（標準砂）、及びアサノライト細骨材（太平洋セメント
株式会社）を使用した。尚、表 5 に使用した原料を示すが、便宜上使用した原
料は記号を示すことにする。 
生コンクリートの配合、及び軽量盛土の評価を行うため、JIS A1104「骨材の単
位容積質量及び実積率試験」のより、単位容積質量および実績率を求めた。ま
た、焼成物の粒度分布を図 4、図 5 に示すが、大型ロータリーキルンで製造した
焼成物は膨張量が大きく、特に、細骨材は大きい。そのため、標準砂の粒度範
囲より大きい粒度分布になってしまった。この影響で、生コンクリート製造時
に材料分離が起きてしまうことが予想され、標準砂を一部使用することとした。
以上の結果をもとに、生コンクリートの製造として、表 6 に示す配合で行った。
練混ぜは 50L パン型ミキサを使用し、セメント、細骨材、粗骨材を投入し空練
りを 20 秒、水および AE 剤 0.003％を投入し 30 秒，その後掻き落としを行いさ
らに 60 秒間行った。 
その後、生コンクリートの性状を把握した。生コンクリートの流動性を見る
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ために JIS A 1101「コンクリートのスランプ試験方法」によりスランプの測定、
作業性や耐凍害性を把握するための JIS A 1128「フレッシュコンクリートの空気
量の圧力による試験方法（空気室圧力方法）」により空気量をそれぞれ測定した。
さらに、硬化したコンクリートの強度を評価するため、JIS A 1108「コンクリー
トの圧縮強度試験方法」により、標準養生による測定材齢：7、28 日の圧縮強度
を求めた。 
②防犯砂利 
図 6 に示す通り、使用材料を 100×100×10ｃｍに敷き詰め、65kg の成人男性が
踏みつけたときの音量を騒音測定器（デジタル騒音計 MT-325㈱マザーツール）
により測定した。なお、この騒音測定器は敷き詰めた端部から距離 50 ㎝、高さ
50 ㎝に置いた。更に、焼成物の摩擦時の強度を測定するため BS 812 part110「骨
材の破砕値試験方法」により、破砕強度及び 10％破砕強度を測定した。 
 
3 結果及び考察 
3.1 中型ロータリーキルンにおける絶乾密度の予測精度の検証 
本実験では水準 1、水準 3 について、それぞれのキルン内の原料温度分布の測
定を行い 1100℃の位置から低温滞留時間(t1)、高温滞留時間(t2)、水準 2 および 4
についてはそれらの結果から推測した。滞留時間配分と絶乾密度と結果を表 5
に示す。 
焼成実験により得られた結果を利用し、3 章で検討した軽量化シミュレーショ
ンを試行した。表 6 に粒度毎（水準 1,2 は粗骨材、水準 3 は細骨材）の低温滞留
時間(t1)および高温滞留時間(t2)示す。また、表 1 と表 6 の値を 3 章で考案した絶
乾密度の予測をそれぞれ行い、表 7 に実測値と比較して示す。5-20mm について
は平均値として 16mm を、1-5mm については平均値として 3mm をそれぞれシミ
ュレーション上の粒径として使用した。 
 全般的に推定密度よりも、実際に測定した密度のほうが軽くなる傾向にある。
これは小型ロータリーキルンでは窯尻温度が 800℃近くあるので、直ぐに外殻形
成が始まるのに対し、中型ロータリーキルンでは長さが長いため窯尻温度は
300℃前後であり、原料を送入してもすぐには外殻形成が行われないためと考え
られる。実際には 800℃以下では酸素濃度も低く、カーボンの燃焼もされにくい
ため、実際には 800℃前後から 1100℃の中で外殻形成が始まると考えられる。
即ち、実際の低温滞留時間(t1)は 800℃～1100℃の滞留時間と考えられる。 
しかし、中型ロータリーキルンでは窯前から 800℃地点までの距離が長く、熱
電対を挿入して 800℃地点を把握することはできない。そこで、図 6 に示すよう
に、昇温カーブから 800℃地点の場所を推定し、ロータリーキルンの回転速度か
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ら低温滞留時間(t1)を予測した。 
そこで、修正した低温滞留時間(t1)及び高温滞留時間(t2)を表 9 に、そこから計
算した予測密度と実測値の比較を表 10 に示す。低温滞留時間(t1)を 800℃～
1100℃にしたことにより予測精度は向上した。特に、粒子径の大きな原料（5～
20mm）を使用した場合の予測精度は高く、逆に、粒子径の小さなもの（1～5mm）
についてはバラツキが見られた。本研究では、便宜上、粒子の形を球と仮定し
た。粒子径の大きなものは発泡量が多く球状に近くなるため予測精度があがっ
たものと考えられる。逆に、小さい粒子の発泡量は少ないため、原料段階で扁
平上のものほど予測精度は下がると考えられる。 
3.2 大型ロータリーキルン試験における予測絶乾密度の検証 
  表 11 に製造条件と製造した細骨材及び粗骨材の絶乾密度を示す。ほぼ予測通
りの絶乾密度を示す焼成物が得られ、大型ロータリーキルンにおいてもこの絶
乾密度の予測手法が有効なことが確認できた。尚、実測した絶乾密度にバラツ
キが若干見られるが、これは最高温度の変動によるものでありやむ負えない範
疇である。 
3.3 焼成物の評価 
①生コンクリートのフレッシュ性状 
コンクリートのフレッシュ性状を表 13 に示す。スランプおよび空気量はすべ
て所定の範囲内に収まっていた。今回の焼成物を使用した場合において、フレ
ッシュ性状に変化は見られなかったことから、従来と同様に取り扱うことが可
能であると考えられる。 
練りあがり直後の単位容積質量は標準配合 No.1 で 1.97 であり、これに比較し
て No.3 配合で 1.73 kg/L、No.4 配合では 1.57 kg/L であり、従来品を使用した水
準よりも 0.2 kg/L 程度小さな値であり、軽量化が図れたことがわかる。 
また、今回の焼成物（粗骨材、細骨材）を多く含む生コンクリートのほうが
空気量は多い結果となった。これは比較対象としたアサノライトは出荷時に熱
間吸水を行うため、24 時間吸水時より水分が高いためであり、逆に、今回の焼
成物は 24 時間吸水の状態で生コンクリートを製造した分、空気量が多くなった
と考えられる。 
②コンクリート硬化後の強度性状 
 コンクリートの圧縮強度を表に示す。従来品（アサノライト粗骨材）を使用
した水準（No.1 配合）は、軽量コンクリート 1 種の 28 日圧縮強度は 40.6 N/mm2
であり、JISA5308 規格の呼び強度 40 N/mm2及び JASS5 規定の 1 種の設計基準
強度 36 N/mm2に適合できる範疇の骨材であることがわかる。同様に、水準 No.2 
は JASS5 規定の 2 種の設計基準強度 27 N/mm2を適合している。一方、製造した
焼成物において、水準 3 の 27 日の圧縮強度は 33.6 N/mm2であり、軽量コンクリ
 57 / 76 
 
ート 2 種の設計基準強度は適合しているが、単位容積質量は 1.73 kg/L と基準の
1.6 kg/L を超えてしまった。また、水準 4 では単位容積質量が 1.57 kg/L であっ
たが、強度が 24.7 N/mm2と設計基準強度を下回った。これは骨材自体の強度が
従来品と比較して劣るためと考えられる。この時のコンクリート配合における
単位セメント量は 350kg/ｍ3 であり、例えば 400 に上げること、水セメント比を
下げることなどで十分に設計強度を満足できる範囲と考えられる。具体的には、
コンクリートを設計するにおいて、コンクリートの軽量性と強度の関係をあら
かじめ把握し、さらに、配合調整や補強材を選択することにより、十分に基準
をクリアすることは可能と考えられる。 
③軽量盛土 
 表 12 に人工軽量骨材（太平洋セメント株式会社：アサノライト）と粗骨材焼
成物の単位容積質量を示す。人工軽量骨材の乾燥時の単位容積質量は 0.80kg/L
に対し、今回の粗骨材焼成物は 0.53kg/L であった。24 時間吸水率もほぼ同じで
あり、相当な軽量化が行えたことから、軽量盛土としても使用できると考えら
れる。 
④防犯砂利 
 試験結果を表 14 に示す。音量では、市販品（発泡ガラス）と試作品（粗骨材）
はほぼ同程度であったが、従来の軽量骨材（アサノライト）と比較すると音量
は増加した。また、試作においても粒度を 10～20mm に調整することにより、
更に音量が増加することが分かった。 
また、市販品と試作品の磨耗性の検討を行った。BS 破砕値では、市販品が 100％
破壊されてしまったのに対し粗骨材の焼成物は 40.5%に留まっており、また、試
料の 10％が破壊される時の強度を示す BS10%破砕値は、市販品が 7.8kN に対し
粗骨材の焼成物は 10.8kN であった。この結果から、試作品の方が市販品より、
磨耗性、耐久性に優れていることが明らかになった。即ち、市販品と比較し試
作品は足踏み等による破壊量が少ないことから、長期にわたって音量が続くた
め、防犯効果が長く継続されると考えられる 11）。 
 
4 まとめ 
①ロータリーキルンによる頁岩をロータリーキルンで焼成し軽量骨材を製造
する方法において、本検討で行った絶乾密度の手法は、大型ロータリーキルン
においても有効である。ただし、3 章で記述した低温滞留時間（t1）をそのまま
そのまま使用することはできないため、大型ロータリーキルンにおいても 800℃
～1100℃地点を把握する必要がある。また、大型ロータリーキルン製造におい
て、40μm～75μm の粒径を多く含む珪石を吹き込むことにより、原料同士の融着
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が防止でき、安定的に超軽量骨材が生産できた。以上から、絶乾密度のシミュ
レーションと珪石粉の適切な粒度を選定することにより、目的に応じた軽量性
を有する骨材を生産できると考えられる。 
 ②今回試作した軽量骨材（粗骨材、細骨材）を使用することにより、従来の
軽量骨材を使用した軽量コンクリートが製造できることが分かった。ただし、
軽量化が達成された分、圧縮強度は低下することから、用途、或いは使用部位
に応じて、従来の骨材と併用することにより適用範囲が広がると考えられる。 
 ③軽量化がなされたことにより、骨材同士の摩耗の際に発生する音量が増加
した。この結果、防犯砂利としての用途が期待できる。更に、踏みつけ時の音
量を増すには細粒分をカットすることにより可能である。 
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    図 1  試験装置（中型ロータリーキルン） 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
写真 1  試験装置（中型ロータリーキルン） 
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表 1 中型テストキルンにおける実験水準 
 
 
 
実  験 水 準 原料
粒径
(mm) 
焼成
温度
(℃) 
原料送
入量
(kg/h) 
窯尻酸
素濃度
(%) 
滞留 
時間 
(min.) 
No. 目的 融着防止材 
1 
滞留時間変更 
珪石粉 5－20 1175 100 5 40 
2 ↑ ↑ ↑ ↑ ↑ 70 
3 
粒径変更 
↑ 1－5 1125 ↑ ↑ 40 
4 ↑ ↑ ↑ ↑ ↑ 70 
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図 2 大型キルンにおける窯内温度分布の予測 
（関西太平洋鉱産㈱2 号キルン） 
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表 2 粗骨材（16mm）のロータリーキルン内総滞留時間別の推定密度 
総滞留時間 
（min） 
t1  
(s) 
t2 
(s) 
推定密度 
（g/cm3) 
30 600 600 0.90 
40 800 800 0.87 
50 1000 1000 0.85 
60 1200 1200 0.82 
70 1400 1400 0.79 
 
 
表 3 細骨材（3mm）のロータリーキルン内総滞留時間別の推定密度 
総滞留時間 
（min） 
t1 
(s) 
t2 
(s) 
推定密度 
（g/cm3) 
20 350 250 1.19 
30 525 375 1.24 
40 700 500 1.27 
50 875 625 1.30 
60 1050 750 1.33 
 
 
表 4 超軽量骨材を製造するロータリーキルン条件 
項目 粗骨材 細骨材 
目標絶乾密度（g/cm3） 0.82 1.24 
原料粒子径(mm) 5～20 1～5 
キルン滞留時間（min） 60 30 
800～1100℃滞留時間（t1：s） 1200 525 
1100℃以上滞留時間（t2：s） 1200 375 
酸素濃度（%） 5 5 
焼点温度（℃） 1175 1125 
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図 3 関西太平工鉱産株式会社・焼成工程の概略 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
写真 2 融着防止材の吹込みの様子 
（下側、上側はバーナーによる石炭吹込み） 
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表 5 コンクリート製造時の使用原料と略式記号 
材料および種類 記号 産地・製造・主成分等 
水 W 佐倉市上水道水 
セメント 普通ポルトランド N 太平洋セメント㈱ 
骨材 
細骨材 
S 標準細砂 
SA 
太平洋セメント㈱ 
アサノライト細骨材 
S’ 細骨材・焼成物 
粗骨材 
GA 
太平洋セメント㈱ 
アサノライト粗骨材 
G’ 粗骨材・焼成物 
混和剤 空気量調整剤 AE マイクロエア 303A 
 
 
 
 
 
表 6 コンクリート配合 
 
 
示方配合  
No
.  
W/C 
(%) 
単位 
粗骨材 
かさ容積 
（m3/m3） 
s/a 
 
(%） 
空気
量 
(%) 
単位量（kg/m³）  
水  セメント  細骨材  粗骨材  
W  C  SA  S´  S  GA  G´  
1 50 0.545 47.5 5 175 350 320 0 422 537 0 
2 50 0.545 47.5 5 175 350 641 0 0 537 0 
3 50 0.545 47.7 5 175 350 0 230 407 0 319 
4 50 0.545 48.4 5 170 340 0 314 279 0 319 
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図 4 焼成物・粗骨材の粒度曲線 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
図 5 焼成物・細骨材の粒度曲線 
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表 7 各水準の低温滞留時間(t1)と高温滞留時間（t2） 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
表 8 測定結果とシミュレーション値の比較 
 
水準 
低温滞留時間 
t1 (s) 
高温滞留時間 
t2 (s) 
1 1998 288 
2 3498 504 
3 1968 348 
4 3438 612 
水準 
外殻反応率 
XBW 
外殻密度 
( g/cm
3
) 
外殻反応率 
1- XBW 
内核密度 
( g/cm
3
) 
測定密度 
（ g/cm3） 
推定密度 
（ g/cm3） 
1 0.063  
2.60 
 
0.937 0.83 0.86 0.94 
2 0.107 0.893 0.76 0.81 0.94 
3 0.177 0.833 0.89 1.06 1.20 
4 0.231 0.769 0.86 1.34 1.26 
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図 6 中型ロータリーキルン内の温度分布と原料の絶乾密度 
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表 9 各水準の修正 t1値 
水準 
低温滞留時
間 
高温滞留時
間 
t1 (s) t2 (s) 
1 375 288 
2 655 504 
3 452 348 
4 796 612 
 
 
 
 
 
 
 
 
表 10 修正 t1で計算した場合の絶乾密度 
水準 
外殻反応率 外殻密度 
外殻反
応率 
内殻密度 測定密度 推定密度 
XBW (g/cm
3
) 1- XBW (g/cm
3
) （g/cm3） （g/cm3） 
1 0.036 
2.6 
0.964 0.83 0.86 0.89 
2 0.047 0.946 0.76 0.81 0.84 
3 0.2 0.79 0.81 1.06 1.17 
4 0.261 0.727 0.73 1.34 1.22 
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表 11 製造条件と焼成物の絶乾燥密度 
 
細骨材 粗骨材 
原料粒径 1～5mm 5～20mm 
焼点温度（℃） 1110～1140 1150～1180 
滞留時間（min） 30 60 
窯尻酸素濃度（vol.％） 4～6 4～6 
原料送入量（t/h) 60 30 
珪石粉吹込み量（t/h） 1.2 1.9 
絶乾密度（g/cm3) 
1.15～1.32 
（2～4mm 品） 
0.79～0.85 
（5～20 ㎜品） 
 
 
 
 
表 12 使用骨材物性 
記号 
密度(g/cm3) 吸水率（mass％） 単位容 
積質量 
（kg/L） 
実積率 
（％） 表乾 絶乾 24 時間 出荷時 
S 2.57 2.52 2.1 - 1.67 66.3 
SA 1.87 1.66 10.0 13.0 1.15  64.0 
S’ 1.45 1.32 8.6 - 0.82 60.8 
GA 1.65 1.24 10.5 30.2 0.80 53.2 
G’ 0.92 0.82 11.8 - 0.53 63.7 
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表 13 コンクリートのフレッシュ性状 
記号 
スランプ 
(cm) 
空気量 
(%) 
単位容積質量 
(kg/L) 
1 17.0 7.0 1.94 
2 20.0 6.9 1.81 
3 18.0 8.0 1.73 
4 18.0 7.8 1.57 
 
 
 
 
 
 
 
表 14 コンクリートの圧縮強度 
配合 
No. 
圧縮強度（N/mm2） 
7 日 28 日 
1 32.2 40.6 
2 23.8 33.6 
3 21.2 27.7 
4 21.5 24.7 
 
 
 71 / 76 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
図 6 音量測定試験の様子 
 
 
表 15 試験結果 
記号 
粒子径 
(mm) 
音量 
（dB） 
BS 破砕値 
（%） 
10%破砕値 
（KN） 
市販品 5～30 73 100 7.0 
砂岩採石 2005 5～20 60 － － 
アサノライト粗骨材 5～20 64 － － 
試製品（粗骨材） 5～20 72 40.5 10.8 
試製品（粗骨材） 10～20 75 － － 
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第 6 章 結論 
 
本研究は、膨張頁岩を原料にロータリーキルンで人工軽量骨材を製造する方
法において、現在の人工軽量骨材の絶乾密度の 2/3 にあたる軽量骨材をすること
を目的とした。しかしながら、こうした研究開発には、実機での大型ロータリ
ーキルンでの実験を数多く行う必要があり、商業運転の停止、試作品の処理等、
費用的な面で多くのリスクを負う。また、原料配合、混合等を必要とする場合、
さらに多大な設備投資を必要とする場合があり、こうしたことが、なかなか超
軽量骨材を市場に出すにあたり障害となっていた。 
そこで本研究では、従来の製造プロセスを十分に活用しながら、極力、実機
ロータリーキルン試験を最小限にとどめながら、超軽量骨材を開発することに
した。具体的には、膨張頁岩がロータリーキルンに送入された際にどのような
過程で絶乾密度が低下するか（発泡するか）を推定し、この現象を「粒子状物
質に含まれるカーボン類の酸化反応 」と「酸化鉄の還元による発泡」と捉えた。
その後、この現象を数値化し、ロータリーキルンの運転条件と膨張頁岩の発泡
特性から絶乾密度を予測する技術に取り組んだ。最終的に、絶乾密度の予測技
術を大型ロータリーキルンで検証し、十分に使用することが可能であることを
証明した。また、大型ロータリーキルンで得られた焼成物の評価を、骨材、盛
土として行った。さらに、大型ロータリーキルンで得られた焼成物は硬く、非
常にポーラスな材料であることから、新たな用途として防犯砂利としての用途
を見出した。以下に、研究結果をまとめる。 
第 1 章においては、人工軽量骨材の現状を以下のように示した。 
①軽量コンクリートの種類 
②人工軽量骨材（ALA）の現状 
最近は最盛期の 1/4 程度の 250 千 m3で推移しており、現在は関西太平洋鉱産
株式会社、日本メサライト株式会社の 2 社で製造されている。前者は非造粒系
の製造方法であり、製造工程がシンプルで安価に製造できる。後者は造粒系で
生産されており、粉砕、混合、造粒工程があり、非造粒系に対し製造コストが
やや増加するが、発泡剤を加えることにより絶乾密度を調整でき、また品質に
影響がない範囲で焼却灰等の産業廃棄物を混ぜることが可能である。 
③新たな用途 
軽量盛土としての用途が広がっている。他の、SGM 工法、FCB 工法、EPS 工
法と比較して、工期が短いこと、工事単価が安いことなどで広がっているが、
さらに軽量化することにより用途がもっと広がる。 
以上を示したうえで、研究開発ステップを示した。 
第 2 章では、膨張頁岩がロータリーキルンに送入された後、どのように発泡
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していくかを示し、そこから絶乾密度が下がる因子を抽出した。具体的には、
以下のことを見出した。 
①表層部から徐々にカーボン等が燃焼されていき、鉄の形態は Fe2O3なり外殻
層が形成される。そして高温部に達した時に内部（以下、内核）では残存カー
ボンが Fe2O3を還元し CO2ガスにより発泡する。 
②外殻の形成を「粒子状物質に含まれるカーボン類の酸化反応」と捉え、そ
の形成速度は、材料の酸素拡散係数、カーボン濃度、及び温度に起因するとし、
酸素拡散係数、及びカーボン濃度を測定した。 
③内核の絶密度は温度と滞留時間に影響すると考えられ、電気炉試験におい
て最高温度中に、すばやく原料を投入し、大まかな内核密度を測定した結果、
非常に大きな相関が得られた。また、1100℃以下では発泡現象は確認できなか
った。 
以上により、ロータリーキルンで内田頁岩を焼成し絶乾密度を下げるために
は、外殻割合を減らすこと、内核の発泡量を増やすことが有効であることが判
明した。即ち、前者を達成するには、原料面ではカーボン量を多くすること、
酸素拡散係数を小さくすること、原料粒度を大きくすること有効であり、ロー
タリーキルンの運転条件としては、1100℃以下の滞留時間を短くすることが有
効であることがわかった。後者では、ロータリーキルンの最高温度を上げるこ
と、高温滞留時間を増加すること、酸素濃度を下げることが有効であることを
指摘した。 
第 3 章では、小型ロータリーキルン装置において、第 2 章で指摘した軽量化
要因のうち、滞留時間と酸素濃度を変化させ、その影響度を調べ、絶乾密度を
予測する手法を検討した。尚、ロータリーキルンの最高温度は、通常の安定運
転状態でも 20℃程度の幅は生じる。そのため、意図的に最高温度を調整すると
上がりすぎてしまった場合、原料同士や原料とロータリーキルン内壁とが融着
してしまうことがある。そこで、最高温度については第 2 章の調べた最高温度
別の絶乾密度で固定し（目的とする絶乾密度に応じた最高温度）、その他は酸
素濃度、滞留時間のみで調整することとした。 
その結果、外殻量は 1100℃以下の滞留時間と酸素濃度で求めることが可能で
あり、内核量も外殻量は 1100℃以下の滞留時間で、内核の絶乾密度は 1100℃以
上の滞留時間によって把握することが可能であることが分かった。外殻の絶乾
密度は構成鉱物から 2.6g/cm3 程度である。即ち、原料の酸素拡散係数、カーボ
ン含有量、粒子径、ロータリーキルン中の 1100℃以下の滞留時間、1100℃以上
の滞留時間、酸素濃度から、外殻の重量割合、内核の絶乾密度およびその重量
割合から算出できるため、その相乗平均で全体の絶乾密度が予測できることが
分かった。 
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第 4 章では、人工軽量骨材をロータリーキルンで製造する場合の融着防止材
がについて検討を行った。窯前から高融点物質をロータリーキルン内の最高温
度付近より窯尻側に吹き込むことにより、原料同士、あるいは原料とロータリ
ーキルンの内壁が融着し、ロータリーキルンの運転を安定化させ、焼成物の品
質も一定に保つことができる。従来技術では、1～60μm の粒子を含むアルミナ
粉や珪石粉を大量にロータリーキルンに吹込みことが提案されていた。本研究
では、膨張頁岩を原料とし、絶乾密度を 0.85g/cm3程度を得るための珪石粉の必
要量を求めた。その結果、原料に対し 10％程度が必要なことが分かった。また、
大型ロータリーキルンで製造する場合には、40μm 以下の細かい粒子は排ガスと
ともにロータリーキルンから排出されてしまうため有効でなく、現在市販され
ている珪石粉の中では最も粗いものが有効であることが分かった。 
第 5 章では、第 3 章で提案したロータリーキルンで人工軽量骨材を製造する
際の絶乾密度の予測技術を実機の大型ロータリーキルンで検証したうえで、焼
成物の評価を実施した。以下にまとめる。 
①大型ロータリーキルンでも、40μｍ～75μm の粒子を含む珪石粉を窯前から
噴霧することにより、粗骨材では 0.82g/cm3程度のものが、細骨材では 1.25g/cm3
程度のものが製造できる。 
②大型ロータリーキルン内の原料の 800℃～1100℃の低温滞留時間、1100℃以
上の高温滞留時間、酸素濃度、原料の粒子径、酸素拡散係数、カーボン濃度、
温度別の内核の絶乾密度を予め把握することにより、焼成物の絶乾密度を推定
することができる。このことにより、膨張頁岩以外の原料であってこれらの値
を把握することにより、ロータリーキルンでの試験回数を減らせることができ、
新たな原料を活用した軽量材の開発速度も速くなると考える。 
③大型ロータリーキルン試験で得られた焼成物は現行品と比較して 2/3 程度
の軽量性を有するので、これらを配合したコンクリートも軽量化が行えた。し
かしながら、骨材強度が弱く、コンクリート強度も下がってしまった。コンク
リート強度を上げるための配合見当が今後必要となる。一方、軽量盛土の評価
としては、単位容積質量が従来品の 2/3 程度になったことから、用途が広がる可
能性がある。 
④防犯砂利の評価としては、従来の発泡ガラスと比較して、踏みつけ時の音
量はほぼ同じであった。しかし、破壊強度は今回の焼成物・粗骨材の方が大き
く上回っており、踏みつけ時の破壊量が少なく、効果の継続期間は長いと考え
られる。 
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